
電機連合＠見える化通信 Vol.１５８（２０２５.２） 「見える化通信」では、難しそうで見えづらい政策課題の中身を月に一回紹介します。

文部科学省は、会期中の国会に多子世帯の授業料等を無償化する大学等修学支援法の改正法案を提出

しました。大学などの高等教育費の負担軽減は段階的に進められていますが、中間層でも負担は重く、十

分ではありません。支援の拡充が必要です。 

電機連合 政策部門 

高
騰
す
る
大
学
授
業
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半
数
が
奨
学
金
利
用 

中
間
層
で
も
重
く
の
し
か
か
る 

高
等
教
育
費
の
負
担 

高
等
教
育
へ
の
公
財
政
支
出
が 

極
め
て
低
い
日
本 

す
べ
て
の
子
ど
も
が
安
心
し
て
学
べ
る 

社
会
を
め
ざ
し
て 

高
等
教
育
費
の
負
担
軽
減
へ 

支
援
拡
充
の
動
き 

  

大
学
の
授
業
料
は
値
上
げ
が
続
い
て
お
り
、
こ

の
50
年
間
で
国
立
大
学
は
15
倍
、
私
立
大
学
は

約
５
倍
に
上
昇
し
て
い
ま
す
。
こ
れ
に
伴
い
、
家

計
で
は
賄
い
き
れ
ず
に
、
奨
学
金
を
利
用
す
る

大
学
生
が
増
え
て
お
り
、
大
学
学
部
で
55
％
、

短
期
大
学
で
61
・
５
％
と
、
い
ま
や
２
人
に
１

人
は
奨
学
金
を
利
用
し
て
い
ま
す

＊

。 

＊
日
本
学
生
機
構
「
学
生
生
活
調
査
」
（
２
０
２
２
年
） 

 

  

電
機
連
合
の
組
合
員
に
と
っ
て
も
、
高
等
教

育
に
か
か
る
経
済
的
負
担
は
重
い
状
況
で
す
。

電
機
連
合
「
生
活
実
態
調
査
（
２
０
２
４
）
」
に

よ
る
と
、
男
性
40
代
以
上
で
大
学
生
を
も
つ
世

帯
の
月
収
に
占
め
る
高
等
教
育
費
の
割
合
は
、

自
宅
通
勤
で
21
・
２
％
、
一
人
暮
ら
し
で
26
・

５
％
と
な
っ
て
い
ま
す
。
い
ず
れ
も
２
割
を
超

え
て
お
り
、
各
家
庭
に
お
い
て
、
高
等
教
育
費
の

負
担
が
い
か
に
重
い
か
が
確
認
で
き
ま
す
。 

ま
た
、
同
調
査
で
は
、
29
歳
以
下
の
独
身
者

の
う
ち
、
男
性
11
％
、
女
性
８
・
６
％
が
奨
学

金
の
返
済
負
担
が
重
い
と
回
答
し
て
お
り
、
若

年
層
の
約
１
割
が
、
奨
学
金
の
返
済
に
苦
慮
し

て
い
る
こ
と
が
分
か
り
ま
す
。 

さ
ら
に
、
こ
の
負
担
が
、
結
婚
、
出
産
、
子
育

て
な
ど
の
人
生
の
選
択
肢
に
影
響
を
及
ぼ
し
て

い
る
ケ
ー
ス
も
少
な
く
あ
り
ま
せ
ん
。
高
等
教

育
の
経
済
的
負
担
の
軽
減
は
少
子
化
対
策
の
観

点
か
ら
も
喫
緊
の
課
題
と
い
え
ま
す
。 

  

現
状
、
日
本
の
高
等
教
育
に
対
す
る
公
財
政
支

出
は
極
め
て
低
く
、
そ
の
こ
と
が
私
費
負
担
の
高

さ
、
つ
ま
り
各
家
庭
の
教
育
費
負
担
の
重
さ
に
つ

な
が
っ
て
い
ま
す
。
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
の
調
査
に
よ
る
と
、

日
本
の
公
財
政
支
出
は
、
平
均
１
・
３
％
を
大
き

く
下
回
り
、
加
盟
38
か
国
中
、
ル
ク
セ
ン
ブ
ル
ク

に
次
い
で
２
番
目
に
低
く
な
っ
て
い
ま
す
（
図
表

１
）
。
一
方
、
私
費
負
担
割
合
は
64
・
５
％
と
、

イ
ギ
リ
ス
（
71
・
９
％
）、
コ
ロ
ン
ビ
ア
（
68
・

３
％
）
に
次
い
で
３
番
目
に
高
く
、
平
均
の
29
・

９
％
に
比
べ
て
２
倍
以
上
高
い
水
準
と
な
っ
て

い
ま
す
。
こ
れ
ら
の
デ
ー
タ
か
ら
も
、
日
本
の
高

等
教
育
費
は
、
各
家
庭
の
負
担
に
よ
っ
て
成
り
立

っ
て
い
る
こ
と
が
わ
か
り
ま
す
。 

  

              

 

   

現
在
、
政
府
は
高
等

教
育
費
の
負
担
軽
減
に

向
け
て
支
援
を
拡
充
し

て
い
ま
す
。
２
０
２
０

年
度
に
返
済
不
要
の
給

付
型
奨
学
金
制
度
を
創

設
し
、
２
０
２
４
年
度

か
ら
は
多
子
世
帯
や
私

立
理
工
農
系
の
学
生
に

対
し
、
年
収
６
０
０
万

円
程
度
の
世
帯
ま
で
授

業
料
の
減
免
を
拡
大
し

ま
し
た
。 

さ
ら
に
、
現
在
会
期

中
の
国
会
に
、
多
子
世

帯
（
子
ど
も
３
人
以
上
） 

の
授
業
料
な
ど
を
所
得
制
限
な
し
で
無
償
化
す

る
法
案
を
提
出
し
ま
し
た
。
こ
れ
が
成
立
す
れ

ば
、
２
０
２
５
年
度
か
ら
支
援
対
象
は
約
41
万

人
拡
大
す
る
見
込
み
で
す
（
図
表
２
）
。 

 

 

こ
の
よ
う
に
、
段
階
的
に
負
担
軽
減
策
は
進
め

ら
れ
て
い
ま
す
が
、
依
然
と
し
て
支
援
対
象
は
限

定
的
で
十
分
と
は
い
え
ま
せ
ん
。
す
べ
て
の
子
ど

も
に
平
等
な
教
育
機
会
を
保
障
す
る
た
め
、
授
業

料
の
引
き
下
げ
や
、
中
間
層
を
含
め
た
授
業
料
の

減
免
措
置
の
拡
充
が
求
め
ら
れ
ま
す
。 

電
機
連
合
は
、
高
等
教
育
費
の
負
担
軽
減
に
向

け
、
引
き
続
き
取
り
組
ん
で
い
き
ま
す
。 

すべての子どもが安心して学べる社会をめざして 

高等教育費の負担軽減を

■図表１ 高等教育に対する公財政支出（対ＧＤＰ比） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：文部科学省「高等教育の財政措置 関連データ」 

■図表２ 授業料等減免対象者数 
 

 

 

 

 

 
 

出所：文部科学省の資料をもとに電機連合作成 


